

ホームヘルプ問題で共産党と懇談する

　１２月９日（火）ホームヘルプ問題で、厚労大臣に要望書を出しているいわゆる「７団体」と日本共産党との懇談が行われた。

　共産党からは、小池晃参議院議員、井上美代参議院議員、山口富男衆議院議員が出席した。

　団体側からは、太田JD政策委員長、坂上聾唖連盟教育対策部長、金DPI日本事務局次長が出席した。

　「地域生活支援検討会の中で、約１ヶ月前、今年度予算でホームヘルプが２割～３割不足する見通しが明らかにされ、障害者にとっては命に関わる問題であり、当惑しており、なんとしても今年度及び来年度予算の確保に努めてほしい」あるいは「施設訓練費が義務的経費なのに対し、ホームヘルプが裁量的経費なのは問題で制度的改正が必要である」そして「聴覚障害者がホームヘルプを受ける場合のコミュニケーション保障が不十分である」等々の団体としての意見を出した。

　これに対して共産党議員団からは、「党として別記に基づいて、財務省と厚労省に申し入れた」「財務省は障害者の生活実態について理解していない」「自衛隊のイラク派遣等が決定されようとしている中、予算全体の見直しが必要である」「在宅へと政策誘導させるならば、本来、在宅の方を義務的経費にすべき」また「現段階では介護保険への組み込みには反対である」などの発言があった。さらに「地域生活支援検討会の進行状況についてきちんと見守っていきたい」との発言もあった。

別　記
障害者ホームヘルプサービス等の国庫補助予算の確保を求める緊急申し入れ

2003年11月21日

日本共産党国会議員団

　障害者にとってホームヘルプサービスは、自立と社会参加を支える必要不可欠なものです。ところが、今年４月から始まった「支援費制度」のもとで、サービスの利用が増加し、必要な予算が不足するという懸念が強まっています。

　そもそも「支援費制度」は、自立を支援する制度であり、障害者自身が必要なサービスを選択できると説明されてきました。厚生労働省の調査によれば、ホームヘルプの利用実績が4月、5月でみると昨年度に比べ1.35～1.5倍に増加しています。

　ところが、今年度予算では278億円（11ヶ月分）計上されているものの、サービス供給の実績をふまえれば、国が事業費の２分の１を補助するためには、さらに５２億円が不足するといわれています。厚生労働省も「予算が大幅に不足する見通し」であることを認めています。

　万一、この財源が確保できないことになれば、東京都が、「国庫補助金が適正に交付されなければ、サービス量の抑制にもつながりかねません」と指摘しているように、地方自治体のサービス供給が抑制・縮小され、障害者の自立が大きく後退することになりかねません。障害者団体から、不安の声が起きるのは当然のことといえます。

　「障害者の自立を支援する」として実施された「支援費制度」のもとで、十分なサービスが受けられないような事態を回避するために、国が必要な財政的措置を取ることを強く求め、以下、緊急に申し入れをします。

１、今年度予算のなかで、障害者のホームヘルプサービスの利用増大に見合う国庫補助金を確保すること。

あわせて、来年度予算でも、サービス供給に支障が起きないように必要な予算を確保すること。

２、グループホーム等その他のサービスについても、財源を確保し、十分な国庫補助を行うこと。

厚生労働大臣　　坂口　力　殿
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